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石川県獣医師確保修学資金給付事業（高校生等対象）実施要領 

 

第１ 目的 

 近年国民の食の安全に対する意識が高まる中で、畜産農家における家畜伝染病の発生

及びまん延防止を図ることは重要となっている。そのためには家畜防疫員となる石川県

職員として勤務する獣医師の確保が必要であるが、ペットブーム等の影響もあり獣医師

の確保が困難となっている。 

このため、食料安全保障確立対策事業実施要領（平成 28 年 3 月 29 日付け 27 消安第

6184 号農林水産事務次官依命通知）の別表の畜産安全対策事業の獣医療提供体制整備

推進総合対策事業のうち、獣医師養成確保修学資金給付事業を事業実施主体が実施する

に当たり、石川県が共同負担者として獣医系大学において獣医学を専攻し、将来産業動

物獣医師を志す生徒を対象に、修学資金を給付することにより、「本県で家畜防疫員と

して勤務する獣医師職員」（以下「獣医師職員」という。）を安定的に確保することを

目的とする。 

 

第２ 事業実施主体等 

本事業の事業実施主体は、公益社団法人中央畜産会（以下「中央畜産会」という。）

であり、本事業の共同負担者は、石川県とする。 

 

第３ 事業内容 

 １ 対象者 

   学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に規定する大学が設定する地域枠等の特別選

抜枠のうち、共同負担者の推薦を受けた者のみを対象とした入学試験枠の試験に合格

し、獣医学を専攻する予定であって、学校教育法に規定する高等学校若しくは中等教

育学校の後期課程の最高学年に在籍する生徒若しくは既卒者（以下「高校生等」とい

う。）のいずれかで、将来、獣医師免許取得後に本県の獣医師職員として従事しよう

とする者（以下「獣医修学生」という。）であること。 

 

２ 給付の条件 

（１）獣医師養成確保修学資金給付事業実施規程細則（令和 3 年 6 月 1 日付け 3 年度

発中畜第 1118 号、以下「細則」という。）に基づき、中央畜産会と修学資金の条

件付き給付契約を締結した者（以下「獣医修学生」という。）であること。 

（２）獣医修学生が獣医師養成確保修学資金給付事業実施規程（平成 23 年 4 月 1 日付

け 22 消安第 10244 号消費安全局長通知、以下「実施規程」という。）第４の３の

規程によること。 

ア 高校生等又は獣医学生である獣医修学生が次のいずれかに該当しないこと。 

（ア） 退学すること 

（イ） 獣医学以外を専攻すること（高校生等を除く） 

（ウ） 心身の故障のため修学の見込みがなくなったと認められること 
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（エ） 学業成績又は性行が著しく不良となったと認められること 

（オ） その他修学資金の給付の目的を達成する見込みがなくなったと認められ

ること 

イ 獣医師国家試験の受験資格を取得した日から２年以内に獣医師免許を取得する

こと。 

ウ 獣医師免許を取得後、１年以内又は第７に規定する返還債務の履行の猶予の限

度内に本県の獣医師職員として就業すること。 

エ 第７に規定する返還金の返還債務の履行の猶予の限度を超えて家畜衛生等に関

する技術協力で海外に派遣されないこと。又は本県の都合（人事異動も含む）

により獣医師職員以外の業務に従事しないこと。 

オ 獣医師免許を取得後、修学資金給付期間（第３の３の給付の休止に係る期間を

除く。以下同じ。）に次の各号に掲げる期間の区分に応じ当該各号に定める係

数を掛けた期間（最大１０年間）以上、獣医師職員として従事すること。 

    （ア） 修学資金の給付月額が１２万円以下の給付期間 ２分の３ 

    （イ） 修学資金の給付月額が１２万円を超える給付期間 ３分の５ 

  （４）除外対象者 

     獣医師の確保のための修学資金または同種の資金の交付を受けており、または

受ける予定がある者 

 

３ 給付額及び給付期間 

（１）修学資金の給付額 

ア 高校生等を対象とする修学資金 

修学資金の給付額は、実施規程第４の２の規定により、大学入学前に大学に納付する

費用（入学金、１年次前期授業料、実習費等）を上限とする。給付額は、高校生等、中

央畜産会及び石川県の協議により決定するものとする。 

イ 獣医学生を対象とする修学資金 

給付額は１人当たり月額 10万円（私立大学における獣医修学生については、１人当た

り月額 18万円）を上限とする。給付額は中央畜産会が給付額の２分の１以内を負担す

るものとし、石川県がその残額を負担するものとする。 

（２）給付期間 

  修学資金の給付期間は、獣医修学生と給付に関する契約を締結した日の属する年度内

とする。ただし、獣医学生を対象とする修学資金については、当該事業が継続する限り

において、獣医修学生が獣医師国家試験の受験資格を取得する年度内までを限度として、

契約を更新することができる。 

 

３ 給付の休止 

中央畜産会は、獣医修学生が休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停

学の処分を受けた日の属する月の翌月分から復学した日の属する月の分まで修学資金の

給付を行なわない。この場合においてこれらの月の分として既に給付された修学資金が
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あるときは、その修学資金は、当該獣医修学生が復学した日の属する月の翌月以後の月

の分として給付されたものとみなす。 

また、獣医修学生が留年したときも同様となる。 

 

４ 給付の終了 

  中央畜産会は獣医修学生が実施規程第４の５の規定による次の各号の一に該当したと

きは、当該事由の発生した日の属する月の翌月に給付を終了する。 

 （１）修学資金の給付を受けることを辞退したとき 

 （２）死亡したとき 

 

第４ 事業の周知等 

県は、この事業の適正かつ円滑な実施を図るため、この事業の目的、内容等の周知等

を行うものとする。 

 

第５ 事業の実施方法等 

１ 県は中央畜産会に対して、実施規程細則第４に従い、別記様式 1 号の「獣医修学生

募集要望書」を作成し、中央畜産会へ提出する。 

２ 県は、第３の１の対象者に対して、本事業の給付希望者の募集を行う。 

３ 県は、本事業の給付希望者に対して、選考試験を実施し、石川県獣医師確保修学資

金給付事業（高校生対象）修学資金給付者等選考委員会において、修学資金給付候補

者（大学選抜入試推薦者）を決定する。選考試験実施要領は別に定める。 

４ 修学資金給付候補者は、入学を希望する大学が実施する地域枠選抜入学試験を受験

し、合格後に、中央畜産会と条件付き給付契約を結ぶ。 

 ５ 県は、獣医修学生を採用した場合、実施規程第４の３の（５）に基づき算出された期

間以上、獣医師職員として業務に従事させることとする。 

 

第６ 修学資金の返還 

１ 中央畜産会は、獣医修学生が第３の２に違反したとき又は第３の４の（１）に該当

したときは、実施規程第４の６の規定により、条件付き給付契約を解除し、修学資金

及び加算金（以下「返還金」という。）を徴収する。 

２ 中央畜産会は、獣医修学生に返還請求を通知した日から６か月以内に返還金を返還

させる。ただし、災害、疾病その他やむを得ない理由により返還金を返還することが

困難であると認められるときは、３年を限度として返還金の返還を猶予することがで

きる。 

 

第７ 返還金の返還債務の履行猶予 

 中央畜産会は、獣医修学生が実施規程第４の８の規程による次のいずれかに至ったと

きは、累積３年（（３）にあっては、当該事由が継続する間）を限度として、返還金の返

還の債務の履行を猶予することができる。この場合において、猶予期間は、第３の２の
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（３）のオに規定する獣医師職員として従事した期間に算入しない。 

（１）家畜衛生等に関する技術協力で海外に派遣されることとなったとき 

（２）本県の都合（人事異動も含む。）により一時的に獣医師職員としての業務以外の

業務に従事することになったとき 

（３）災害、疾病その他やむを得ない理由により獣医師職員としての業務に従事できな

いとき 

 

第８ 延滞利子 

中央畜産会は、獣医修学生が、正当な理由がなく返還しなければならない日までに返

還金を返還しなかったときは、当該返還日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、

返還すべき金額につき年 10.95パーセントの割合で計算した額の延滞利子を徴収する。 

 

第９ 返還金の処理 

中央畜産会は、獣医修学生から、返還金の返還があったときは、速やかに知事に対し、

本県の返還命令に従い、返還金のうち修学資金の給付額の負担分（以下「県負担分」と

いう。）及び県負担分に係る加算金を本県に返還するものとする。 

 

第 10 返還の免除 

中央畜産会は、獣医修学生が次の各号の一に該当するに至ったときは、第７の規定に

かかわらず、返還金の全部又は一部の返還を免除することができる。 

（１）死亡、事故又は心身の故障のため、獣医師職員として業務に従事することができ

なくなったとき 

（２）本県のやむを得ない事情により、獣医師職員として業務に従事することができな

くなったとき 

 

第 11 連帯保証人 

 修学資金の給付を受けようとする者は、連帯保証人（獣医修学生と連帯して契約の条

件の不履行により生じる獣医修学生の債務を負担する者（自然人に限る。）をいう。以下

同じ。）を立てなければならない。なお、連帯保証人は２人とし、獣医修学生に父又は母

があるときは、連帯保証人のうち１人は父又は母でなければならない。 

 

第 12 報告 

県は中央畜産会に対し、下記の場合に関係書類の提出を求めることができる。 

一 給付契約の解除又は給付を休止したとき 

二 修学資金の返還を請求したとき 

三 修学資金の返還を免除したとき 

四 修学資金の返還を猶予したとき 

五 その他契約書に定めるとき 

六 県が中央畜産会と協議のうえ、必要であると認めたとき 
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第 13 事業の推進 

県は、事業実施主体等との連携に努め、「石川県における獣医療を提供する体制の整

備を図るための計画書」に基づき、本事業を計画的に推進するものとする。 

第 14 その他 

この事業の実施にあたっては、食品の安全・消費者の信頼確保対策事業関係補助金等

交付要綱（平成 28 年３月 29 日付け 27 消安第 6176 号農林水産事務次官依命通知）・畜

産安全対策事業の運用について（平成 20年 4月 22日付け 19消安第 15124号消費・安全

局長通知）・実施規程及び実施規程細則のほか、この要領の定めるところによる。 

また、その他この事業の実施に必要な事項については、関係機関で協議して別に定め

る。 

 

附 則（令和５年７月 24 日 畜産第 749号） 

 この要領は、令和５年度石川県獣医師確保修学資金給付事業（高校生等対象）から適用

する。 


